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2016年の参院選の結果しだいでは，近い将来，
国民投票で憲法改正の是非が問われる可能性
も出てきた。

改憲に向けた動きが活発になるなか，世論
の動向を把握することはきわめて重要になって

安倍政権のもとで憲法改正に向けた動きが活発になるなか，NHKが2007年，2013年，2014年，2015年の4回
にわたり実施した電話調査の結果を時系列比較を交えて分析，報告する。

憲法改正の必要があるかどうかについては，07年は「必要がある」（41％）が「必要はない」（24％）を上回ってい
たが，14年に「必要がある」が減って両者が並び，15年も「必要がある」（28％）と「必要はない」（25％）が拮抗し
ている。一方，9条改正については，07年は「必要はない」（41％）が「必要がある」（28％）より多かった。13年は
両者が並んだものの，14年は「必要がある」が減って再び「必要はない」のほうが多くなった。15年も「必要はない」

（38％）が「必要がある」（22％）を上回る状況が続いている。14年に憲法改正と9条改正の両方で「必要がある」が
減ったのは，改憲の議論が現実味を帯びるにつれ人びとが慎重な姿勢を示し始めたためと考えられる。

集団的自衛権については，13年から14年にかけて慎重な立場の人が増えていたが，安倍内閣が閣議決定で行使
を容認した後の15年も行使に「反対」（30％）が「賛成」（22％）より多い。また，歴代の内閣が認めなかった集団
的自衛権の行使を，憲法改正ではなく憲法解釈の変更で容認したことに対し「適切だった」という人は15％と少なく，
その理由を政府が国民に「十分」あるいは「ある程度」説明しているという人は32％にとどまった。

 1. はじめに

2015年5月3日，施行から68年を迎えた日
本国憲法は，これまで一度も改正されることな
く，国の最高法規として戦後日本のあり方を定
めてきた。その初めての改正に強い意欲をみ
せる安倍総理大臣は，2006年の第1次内閣発
足以降，着 と々環境整備を進めてきた（表1）。
2007年には憲法改正の手続きを定めた国民投
票法を成立させ，2014年6月の改正では投票
年齢を「18歳以上」に引き下げた。憲法改正
の手続きが整うと，2015年5月，衆参両院の
憲法審査会が本格的な議論を再開した。

憲法の改正には，まず衆参両院でそれぞれ
3分の2以上の議員の賛成を得て国会が発議
し，国民投票で過半数の賛成を得る必要があ
る。すでに衆議院では自民・公明の与党が3
分の2を超える議席を確保している。このため，

2006 年 9 月 第 1 次安倍内閣発足
2007 年 5 月 国民投票法成立

7 月 参院選で自民党大敗
8 月 2007年調査　 

2009 年 9 月 衆院選（8月30日），民主党政権発足
2010 年 7 月 参院選，自民党改選第 1 党に
2012 年 12 月 衆院選，政権交代

第 2 次安倍内閣発足
憲法 96 条改正をめぐる議論

2013 年 4 月 2013 年調査
7 月 参院選で自民党大勝，“ねじれ”解消

12 月 特定秘密保護法成立
2014 年 4 月 武器輸出三原則見直しの閣議決定

2014年調査　
6 月 改正国民投票法成立
7 月 集団的自衛権行使容認の閣議決定

12 月 衆院選，与党 3 分の 2 超の議席確保
第 3 次安倍内閣発足

2015 年 4 月 2015年調査
5 月 衆参の憲法審査会で本格的議論再開

賛否が拮抗する憲法改正
～「憲法に関する意識調査」から～

世論調査部   荒牧　央 / 政木みき

表１　調査前後の憲法をめぐる主な動き
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憲法改正の賛否は同程度に
今の憲法を改正する必要があるかどうかにつ

いては，「改正する必要があると思う」が28％，
「改正する必要はないと思う」が25％，「どちらと
もいえない」が43％となった（図2）。3つの選択
肢のなかでは「どちらともいえない」という人が
最も多いものの，「必要がある」と「必要はない」
は同程度で，憲法改正への賛否は拮抗してい
る。

2007年からの変化をみると，2007年には「必
要がある」が41％で「必要はない」の24％を上
回っていた。2013年は「必要がある」は42％で
変わらなかったものの，「必要はない」が16％に
減り，「どちらともいえない」が39％に増加した。
憲法改正を掲げる第2次安倍内閣が誕生した
直後で，改正の機運が盛り上がっていた時期と
いえよう。

いる。NHKでは，いずれも安倍政権下の2007
年，2013年，2014年，2015年の4回，電話に
よる調査を実施し，憲法とその改正に関する国
民の意識の変化を追ってきた。本稿では最新
の2015年調査の結果を中心に，時系列比較で
きるものについては過去の調査結果と合わせて
分析し報告する。調査の概要は表2，2013年
以降の単純集計結果とサンプル構成は48 ～ 53
ページに掲載している。なお，2007年調査の
単純集計結果については本誌2007年12月号に
掲載しているので参照されたい1）。

 2. 憲法改正に対する態度

7 割が改憲の議論に関心あり
まず，憲法改正に人びとがどの程度関心を

持っているのかをみておこう。2015年調査の
結果では「非常に関心がある」という人が21％，

「ある程度関心がある」が49％で，合わせて70％ 
が憲法改正の議論に関心を持っている（図1）。
一方，関心がないという人は，「あまり関心がな
い」23％，「まったく関心がない」6％で，合わ
せて29％である。
「非常に関心がある」は男女別，年層別にみ

ると，男性や60代以上の高齢層で多い。一方，
18 ～ 39歳では「あまり関心がない」が39％を
占め，「まったく関心がない」の8％と合わせる
と半数近くになる。

図1　憲法改正の議論に対する関心
（2015 年，全体・男女別・年層別）

表 2　調査の概要

2015年 2014年 2013年 2007年

調査時期 4月17日（金）
～ 19日（日）

4月18日（金）
～ 20日（日）

4月19日（金）
～ 21日（日）

8月3日（金）
～ 5日（日）

調査方法 電話法（RDD 追跡法）

調査相手 全国 18 歳以上の男女
2,528人 2,667人 2,685人 2,548人

回答数
（率）

1,551 人
（61.4％）

1,600 人
（60.0％）

1,615 人
（60.1％）

1,486 人
（58.3％）

ある程度
関心がある

非常に
関心がある

あまり
関心がない

まったく
関心がない

わからない，無回答

21% 49 23 6 2

29 47 17 6

16 50 28 5

13 39 39 8

14 56 25 4

18 57 20 5

27 48 21 4

25 49 20 5

1

2

2
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18～39歳
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全体
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しかし2014年になると「必要がある」が28％
に減り，「必要はない」が26％に増えて，両者
の割合が並んだ。2015年も2014年と同様の結
果であり，賛否が拮抗した状態が続いている。

今の憲法を改正する「必要がある」という人
を男女別にみると，常に男性のほうが多いが，
2013年から2014年にかけて男女ともに減少した
（図3）。2015年は男性37％，女性21％で2014
年と変わらない。

年層別では，2007年，2013年は各層とも
40％から50％程度の人が「必要がある」として
いたが，2014年には20 ～ 30％台に減少した。

このように2013年から2014年にかけて改正
する「必要がある」という人が男女，年層にか

かわらず全体的に減少している。衆参両院で与
党が多数を占め，憲法改正の議論が現実味を
帯びたことで，人びとの意識が大きく変化した
ものと思われる。

賛成の理由は
「時代が変わって対応できない問題が
出てきた」

憲法を「改正する必要がある」という人に，
その理由を3つの選択肢から選んでもらった。
最も多いのは「時代が変わって対応できない問
題が出てきたから」で，79％と大多数を占めて
いる（表3）。他の2つは少なく，「国際社会で
の役割を果たすために必要だから」「アメリカに

図 2　憲法改正の是非

図 3　憲法改正の是非「改正する必要があると思う」（男女別・年層別）

表 3　憲法改正賛成・反対の理由（該当者分母）

わからない，無回答

41 30 24 4

42 39 16 3

28 40 26 5

28% 43 25 5

改正する必要が
あると思う

どちらとも
いえない

改正する必要は
ないと思う

2015 年

2014 年

2013 年

2007 年

2015年 2014 2013 2007
〈賛成の理由〉 （429人）（454） （672） （607）
時代が変わって対応できな
い問題が出てきたから                79% 75 75 73

国際社会での役割を果たす
ために必要だから 12 15 15 18

アメリカに押しつけられた
憲法だから      6 7 9 7

〈反対の理由〉 （382人）（419） （259） （363）
戦争の放棄を定めた
憲法 9 条を守りたいから 67% 60 53 62

多少問題はあるが，改正
するほどのことはないから              20 31 36 26

今の憲法がいい憲法だと
思うから          9 7 7 8

男性 女性 18 ～ 39 歳 40 代 50 代 60 代 70 歳以上
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押しつけられた憲法だから」はいずれも1割程
度である。
「改正する必要はない」という人にも同じよう

に理由を尋ねているが，「戦争の放棄を定めた
憲法9条を守りたいから」が67％で最も多い。
次いで「多少問題はあるが，改正するほどのこ
とはないから」「今の憲法がいい憲法だと思うか
ら」となっている。

憲法改正に賛成する理由は2007年以降ほぼ 
同じ割合で変わっていない。反対の理由につい 
ても，2015年に「戦争の放棄を定めた憲法9条 
を守りたいから」が増え，「多少問題はあるが， 
改正するほどのことはないから」が減るなど多
少増減はあるものの，順位は変わっておらず，
全体として大きな変化はない。

 3. 憲法 9 条に対する態度

戦後果たした役割を 8 割が評価
憲法9条は戦争を放棄し，戦力を持たない 

ことを定めているが，調査では憲法9条が果た 
した役割についてどの程度評価するかを尋ねて 
いる。2015年の結果は「非常に評価する」が 
34％，「ある程度評価する」が45％となっており， 
合わせて79％が肯定的に評価している（図4）。

「あまり評価しない」は11％，「まったく評価し
ない」は3％である。
「非常に」と「ある程度」をあわせた9条を

『評価する』人の割合は，男女では差がないが，
年層別では40代（89％）と50代（87％）で多い。

時系列の変化をみると，2007年に81％あった
『評価する』は2013年に76％へ減少し，2014
年も75％だった。しかし，2015年は79％に増
加して2007年の割合と同じ水準に戻った。「非
常に評価する」だけをみても，2013年は減少し
たが，2015年は34％で2007年の36％と同程
度になっている。

9 条改正は反対が賛成を上回る
憲法9条を改正する必要があるかどうかにつ

いては，「改正する必要がある」が22％，「どち
らともいえない」が34％，「改正する必要はない」
が38％で，反対が賛成を上回っている（図5）。

時系列変化をみると，2007年は「必要があ
る」28％，「必要はない」41％で，「必要はな
い」のほうが多かったが，2013年には「必要が
ある」と「どちらともいえない」が増え，3つが
30％程度で並んだ。2014年には「必要がある」
が23％に減少し，「必要はない」が38％に増加
して，再び「必要はない」が多くなった。2015

図 4　憲法 9 条の評価
図 5　9 条改正の是非

34% 45 11 3 8

31 44 13 3 10

25 51 14 3 7

36 45 11 2 6

わからない，無回答

非常に評価する ある程度評価する
あまり評価しない
まったく評価しない

2015 年

2014 年

2013 年

2007 年

22% 34 38 6

23 32 38 7

33 32 30 5

28 26 41 6

わからない，無回答

改正する必要が
あると思う

どちらとも
いえない

改正する必要は
ないと思う

2015 年

2014 年

2013 年

2007 年

JULY 2015
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年はいずれの選択肢も2014年と同程度で，変
化していない。「必要がある」の22％は2007年
の28％と比べても少なくなっている。

9条を改正する「必要がある」という人は男性 
で多く，女性では少ない（図6）。また，2007
年から2013年にかけて，男性，50代，70歳
以上で増加したが，2014年には同じ男性，50
代，70歳以上に加え女性でも減少している。
2015年についてはどの層も変化していない。

反対理由は
「平和憲法の最も大事な条文だから」が最多

9条改正の「必要がある」という人に，その
理由を４つの選択肢から選んでもらった。最も
多いのは，「自衛力を持てることを憲法にはっき
りと書くべきだから」の44％で，「国連を中心と
する軍事活動にも参加できるようにすべきだか
ら」の25％が続く（表4）。次いで「自衛隊も含
めた軍事力を放棄することを明確にすべきだか
ら」が15％，「海外で武力行使ができるように
すべきだから」が8％となっている。
「必要はない」という人があげた理由では，

「平和憲法としての最も大事な条文だから」が
65％で多数を占める。「海外での武力行使の歯
止めがなくなるから」と「改正しなくても，憲法

解釈の変更で対応できるから」がともに13％で
続き，「アジア各国などとの国際関係を損なうか
ら」が6％である。

9条改正に対する賛成理由・反対理由につい
ても，2007年以降大きな変化はない。賛成理
由としては「自衛力を持てることを憲法にはっき
りと書くべきだから」が，反対理由としては「平
和憲法としての最も大事な条文だから」が常に
最多となっている。

図 6　9 条改正の是非「改正する必要があると思う」（男女別・年層別）

表 4　9 条改正賛成・反対の理由（該当者分母）

2015年 2014 2013 2007
〈賛成の理由〉 （343人）（370） （535） （412）
自衛力を持てることを憲法に
はっきりと書くべきだから 44% 41 47 41

国連を中心とする軍事活動にも
参加できるようにすべきだから 25 35 32 33

自衛隊も含めた軍事力を放棄
することを明確にすべきだから 15 8 7 16

海外で武力行使ができる
ようにすべきだから 8 8 9 5

〈反対の理由〉 （596人）（615） （483） （602）
平和憲法としての最も
大事な条文だから 65% 68 66 66

海外での武力行使の
歯止めがなくなるから 13 11 9 16

改正しなくても，憲法解釈
の変更で対応できるから 13 14 16 9

アジア各国などとの
国際関係を損なうから 6 6 7 6

男性 女性 18 ～ 39 歳 40 代 50 代 60 代 70 歳以上
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 4. 集団的自衛権の行使容認を
    めぐる評価

集団的自衛権とは，密接な関係にある他国
が攻撃を受けた場合，自国への攻撃とみなし，
実力をもって阻止する権利を指す。国連憲章で
認められている権利だが，日本の歴代内閣は

「国際法上，権利を持ってはいるものの，憲法
9条のもとでは行使は許されない」としてきた。
ところが2014年7月，安倍内閣はその解釈を変
更し，行使を容認する閣議決定を行った。戦
後の安全保障政策が，一内閣の憲法解釈の変
更によって大きく転換されたのである。

集団的自衛権の行使
解釈変更後も「反対」が「賛成」を上回る

集団的自衛権については，閣議決定前の
2013年，2014年にも調査している。質問では，

「政府が憲法解釈では認められないとしている」
という前提を示したうえで，集団的自衛権の行
使を認めるべきと思うかどうかを，図7の4つの
選択肢で尋ねた。

2013年は「政府の憲法解釈を変えて，行使
を認めるべきだ」が29％で最も多く，「憲法を
改正して，行使を認めるべきだ」の19％と合わ
せた『認めるべきだ』が48％に上った。一方，

「政府の憲法解釈と同じく，行使を認めるべき
でない」（17％），「集団的自衛権自体を，認める
べきでない」（9％）を合わせた『認めるべきでな
い』は26％にとどまった。

閣議決定直前の2014年4月の調査では，「憲
法を改正して，行使を認めるべきだ」が19％
から13％に減り，さらに「政府の憲法解釈を
変えて，行使を認めるべきだ」も29％から21％
へ減って，両者を合わせた『認めるべきだ』は

48％から34％へと減少した。一方，「政府の憲
法解釈と同じく，行使を認めるべきでない」と
いう人が17％から27％に増えて，4つの選択肢
のなかで最も多くなり，「集団的自衛権自体を，
認めるべきでない」という人も9％から14％に増
加した。この結果，これら2つを合わせた『認
めるべきでない』という人が2013年の26％から
41％へと大きく増加し，『認めるべきだ』という
人より多くなったのである。

そして，閣議決定による憲法解釈変更後の 
2015年調査では，日本が集団的自衛権を行使 
できるようになることについて「賛成」「反対」 

「どちらともいえない」の3つの選択肢から選ん
でもらった。結果は「どちらともいえない」が
42％を占めたが，「反対」が30％で「賛成」の
22％より多かった（図8）。政府によって行使容
認が決定されても，2014年に続き行使に否定
的な人のほうが多い。

男女別にみると，「反対」には差がないが，
「賛成」は女性が11％であるのに対し，男性で
は38％と差が大きい。男性の内訳をみると「反
対」より「賛成」のほうが多い。一方，女性では

図 7　集団的自衛権の行使を認めるか

13% 21 27 14 25

19 29 17 9 26

2014 年

2013 年

『認めるべきだ』
34％

『認めるべきでない』
41％

48％ 26％

その他，わからない，無回答 
集団的自衛権自体を，認めるべきでない
政府の憲法解釈と同じく，行使を認めるべきでない
政府の憲法解釈を変えて，行使を認めるべきだ
憲法を改正して，行使を認めるべきだ  

JULY 2015
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「どちらともいえない」が半数を占める。
年層別にみると，「賛成」はいずれの年層も

20％台で，「賛成」が「反対」を上回る年層はな
い。

憲法の解釈変更による行使容認
「適切だった」15％

集団的自衛権の行使容認を，憲法を改正す
るのではなく，憲法解釈を変更するという方法
で行ったことに対する評価を尋ねた。「適切だっ
た」という人は15％と少なく，「適切ではなかっ
た」が33％，「どちらともいえない」は44％であ
る（図9）。
「適切だった」という人は，男女，そしてすべ

ての年層で10％台にとどまる。一方，「適切で
はなかった」は，男性と40 ～ 60代の中年層で
40％を超える。

集団的自衛権の行使について賛成した人と
反対した人に分けてみると，行使に「賛成」の
人で今回の容認の方法が「適切だった」という
人は41％である（図10）。行使を容認したこと
自体には賛成しても，方法が「適切だった」と
考えている人は半数に満たない。

図 8　集団的自衛権の行使の賛否
（2015 年，全体・男女別・年層別）

図 9　憲法解釈変更による行使容認の評価
（2015 年，全体・男女別・年層別）

図10　憲法解釈変更による行使容認の評価
（2015 年，集団的自衛権の行使の賛否別）
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一方，集団的自衛権の行使に「反対」の人の
内訳をみると，「適切だった」はわずか6％で，

「適切ではなかった」が69％を占める。
国会での議論や憲法改正などの手続きを経

ずに，憲法解釈の変更で集団的自衛権の行使
を認めた今回の閣議決定については，一部の
憲法学者などから「事実上の解釈改憲だ」と
いった批判も出されている。戦後引き継がれて
きた政府の憲法解釈を，一内閣の決定だけで
変更したことについて，国民の理解は広がって
いない。

政府は容認理由を『説明していない』61％
では，集団的自衛権の行使を容認した理由

を，政府がこれまで十分説明しているかどうか
について，国民はどう考えているのだろうか。

結果をみると，「あまり説明していない」（49％）
と「まったく説明していない」（12％）を合わせた

『説明していない』が61％を占め，「十分説明し
ている」（2％）と「ある程度説明している」（30％）
を合わせた『説明している』の32％を大きく上
回った（図11）。
『説明していない』という人は，男女とも，そ

してすべての年層で半数を超え，40代と60代
では約70％に達する（図12）。

安倍総理大臣は，集団的自衛権の行使を容
認した閣議決定後の記者会見で「今後とも丁寧
に説明を行いながら，国民の皆様の理解を得
る努力を続けてまいります」と述べている。法
律上の概念でそもそもわかりづらい集団的自衛
権については，より丁寧で具体的な説明が求め
られる。しかし，これまでの政府の説明に対す
る満足度はおしなべて低い。

 5. 憲法 96 条の改正と立憲主義

96 条改正は「反対」が「賛成」を上回る
ここからは憲法96条の改正と立憲主義に関

する2013年と2014年の調査結果から，人びと
の憲法に対する意識をみていきたい。

憲法96条は，国会が憲法改正を発議する際
の要件を定めている。安倍総理大臣は，2012
年12月に発足した第2次内閣において，この
96条の改正に意欲をみせた。国会が憲法改正
を発議しやすくするために，発議に必要な衆参
両院それぞれでの賛成を，総議員の「3分の2 
以上」から「2分の1以上」に緩和すべきだと 
主張したのである。さらに，ほかの条文に先が 

図11　集団的自衛権行使容認の
　　　国民への説明（2015 年）

図 12　行使容認の理由『説明していない』
（2015 年，男女別・年層別）
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けて96条の改正を目指すことを2013年7月の
参院選の自民党の公約として堂 と々掲げるべき
だと発言し，96条改正の是非が大きな議論と
なった。

こうした動きをふまえ，2013年4月の調査で
は，国会による発議の要件を，すべての議員の 

「3分の2以上の賛成」から「過半数の賛成」に
緩めることについての賛否を尋ねた。「賛成」「反 
対」「どちらともいえない」の3つの選択肢のう
ち，「どちらともいえない」が半数近くを占めた
が，「賛成」26％，「反対」24％と賛否は分か
れた（図13）。

憲法の内容よりも先に手続きから変えようと
した96条改正の主張に対しては，憲法学者ら
から強い批判があり，連立政権を組む公明党
の慎重論も根強かった。マスコミ各社の世論調
査でも支持は広がらず，結局，自民党は参院選
で96条の先行改正を前面に立てず，アベノミク
スによる経済成長を打ち出して大勝した。安倍
総理大臣は2014年2月の国会答弁でも「96条
を改正すべきで，必要性を今後とも訴えていき
たい」と意欲を示しているが，2014年4月調査
で改めて発議要件の緩和についての賛否を尋
ねると，「賛成」が2013年の26％から18％に減
る一方，「反対」は24％から30％に増え，「反対」
が「賛成」を上回った（図13）。憲法改正に向
けた動きが具体化するなか，改憲ありきで手続

きの要件を緩めることに，人びとは慎重な姿勢
を示したといえるのではないだろうか。

立憲主義を「重視すべきだ」71％
最後に，今の憲法の基本的な考え方である

「立憲主義」に関する2014年の調査結果をみて
おきたい。

憲法解釈や憲法改正を議論するにあたって，
政府の権力を制限して国民の人権を保護すると
いう立憲主義の考え方を重視すべきと思うかど
うかを尋ねた結果，「重視すべきだ」という人が
71％を占め，「重視する必要はない」の11％を大
きく上回った（図14）。
「重視すべきだ」という人が多いのは，男性

（76％），40代（79％），60代（78％）であるが
大きな差はなく，男女，いずれの年層も70％か
ら80％程度を占める（図15）。

図14　立憲主義を重視すべきか（2014 年）

図 15　立憲主義を「重視すべきだ」
（2014 年，男女別・年層別）
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憲法や9条の改正に賛成の人でも立憲主義を
「重視すべきだ」という考えは多数を占め，憲
法改正の「必要がある」という人で75％，9条
改正の「必要がある」という人で79％である（図
16）。「政府の権力を制限して国民の人権を保
護する」という憲法の役割については，改正に
ついての意見の違いにかかわらず，4人に3人
が支持している。

 6. おわりに

国民から高い支持を得た第2次安倍内閣
の発足4か月後に実施した2013年調査では，
2007年から憲法改正への賛成は変化がなかっ
たものの，反対が減少した。また9条の改正に
賛成する人が増加するなど，改憲へのムードが
高まっているようにみえた。

しかし，2014年には憲法改正と9条改正の
両方で賛成が減少した。その結果，憲法改正
については賛成と反対が拮抗し，9条の改正
については反対が賛成を上回るようになった。
2015年も同じ状況が続いている。

2013年から2014年にかけては憲法96条の

改正や集団的自衛権が大きな議論となり，ま
た夏の参院選で自民党が大きく議席を伸ばし，
衆参両院で与党が過半数を占めるようになっ
た。憲法改正を遠い将来の話ではなく現実的
なものとして感じるようになるなかで，人びとが
改正により慎重な姿勢をとるようになったので
はないだろうか。

2014年7月には閣議決定によって，集団的自
衛権の行使を容認する憲法解釈の見直しが行
われた。しかし2015年調査の結果，憲法解釈
の変更という方法が適切でなかったという人や，
容認の理由が十分説明されていないと感じる人
は少なくないことがわかった。憲法改正への賛
成が減少したままとなっていることには，こうし
た手続きに対する不満も影響している可能性が
ある。

2016年の参院選の結果によっては，憲法改
正に向けた具体的な手続きが始まることが予想
される。その際に１つの鍵となるのが，国民の
理解が得られる進め方ができるかどうかだとい
うことが，今回の結果から示唆されたといえる
だろう。

（あらまき ひろし/まさき みき）

注：
 1） 塩田幸司「憲法改正論議と国民の意識」『放送

研究と調査』2007 年 12 月号

図16　立憲主義を重視すべきか
（2014 年，憲法改正と9 条改正の是非別）
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―憲法 9 条の評価―
第 3 問　次に，憲法 9 条について，あなたのお考えをうかが

います。憲法 9 条は，戦争を放棄し，戦力を持たないこと
を決めています。あなたは，戦後，憲法 9 条の果たした役
割を，どの程度評価しますか。次に読み上げる４つの中から，
1 つ選んでお答えください。

 1. 非常に評価する ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 33.8 ％
 2. ある程度評価する  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 44.9
 3. あまり評価しない  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11.1
 4. まったく評価しない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.6
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.6

―9 条改正の是非―
第 4 問　あなたは，憲法 9 条を改正する必要があると思いま

すか。それとも改正する必要はないと思いますか。次に読
み上げる 3 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 改正する必要があると思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22.1 ％
 2. 改正する必要はないと思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.4
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 33.8
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.7

―9 条改正賛成の理由（該当者分母）―
第 4 問 SQ1　［第 4 問＝ 1 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 4 つの中から，もっともあてはまる理由を，1つ 
選んでお答えください。

 1. 自衛力を持てることを憲法にはっきりと
  書くべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 43.7 ％
 2. 国連を中心とする軍事活動にも参加できるように
  すべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 24.8
 3. 海外で武力行使ができるようにすべきだから ‥‥8.2
 4. 自衛隊も含めた軍事力を放棄することを
  明確にすべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14.9
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.9
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.6
 分母＝ 343 人

―9 条改正反対の理由（該当者分母）―
第 4 問 SQ2　［第 4 問＝ 2 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 4 つの中から，もっともあてはまる理由を，1つ 
選んでお答えください。

 1. 海外での武力行使の歯止めがなくなるから ‥‥ 13.3 ％
 2. アジア各国などとの国際関係を損なうから  ‥‥‥6.0
 3. 平和憲法としての最も大事な条文だから ‥‥‥ 64.8
 4. 改正しなくても，憲法解釈の変更で対応
  できるから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13.3 
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.3
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.3

分母＝ 596 人

「憲法に関する意識調査」（2015 年）　単純集計結果

―憲法改正の議論に対する関心―
第 1 問　あなたは，憲法改正の議論にどの程度関心をお持ち

ですか。次に読み上げる 4 つの中から，1 つ選んでお答え
ください。

 1. 非常に関心がある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 20.9 ％
 2. ある程度関心がある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 48.8
 3. あまり関心がない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23.2
 4. まったく関心がない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.5
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.6

―憲法改正の是非―
第 2 問　あなたは，今の憲法を改正する必要があると思いま

すか。それとも改正する必要はないと思いますか。次に読
み上げる３つの中から，１つ選んでお答えください。

 1. 改正する必要があると思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 27.7 ％
 2. 改正する必要はないと思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 24.6
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 42.8
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.9 

―改正賛成の理由（該当者分母）―
第 2 問 SQ1　［第 2 問＝ 1 の人に］それは，なぜですか。次に 

読み上げる３つの中から，もっともあてはまる理由を，1つ 
選んでお答えください。

 １. アメリカに押しつけられた憲法だから  ‥‥‥‥‥6.1 ％
 ２. 国際社会での役割を果たすために必要だから ‥ 11.7
 ３. 時代が変わって対応できない問題が
  出てきたから  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 78.8
 ４. その他  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0
 ５. わからない，無回答  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.5 

分母＝ 429 人

―改正反対の理由（該当者分母）―
第 2 問 SQ2　［第 2 問＝ 2 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる３つの中から，もっともあてはまる理由を，１つ 
選んでお答えください。

 １. 今の憲法がいい憲法だと思うから ‥‥‥‥‥‥‥9.2 ％
 ２. 多少問題はあるが，改正するほどのことは
  ないから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19.9 
 ３. 戦争の放棄を定めた憲法 9 条を守りたいから ‥ 67.3 
 ４. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0
 ５. わからない，無回答  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.7

分母＝ 382 人

調査目的
5 月 3 日の憲法記念日を前に，現在の憲
法や憲法改正に対する人びとの意識を把握
し，ニュースや番組等の基礎資料とする。

調査時期 2015 年 4 月 17 日（金）～ 19 日（日）
調査方法 電話法（RDD 追跡法）
調査相手 全国 18 歳以上の男女 2,528 人

回答数（率） 1,551 人（61.4％）
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―集団的自衛権の行使の賛否―
第 5 問　政府は去年，閣議決定で憲法解釈を変更し，集団的

自衛権の行使を容認しました。あなたは，日本が集団的自
衛権を行使できるようになることについて，賛成ですか。
反対ですか。次に読み上げる 3 つの中から，1 つ選んでお
答えください。

 1. 賛成 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 21.9 ％
 2. 反対 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 29.5
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 41.7 
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6.8 

―憲法解釈変更による行使容認の評価―
第 6 問　集団的自衛権の行使を，憲法の改正という方法では

なく，憲法解釈の変更という方法で容認したことについて，
あなたは，適切だったと思いますか。適切ではなかったと
思いますか。次に読み上げる 3 つの中から，1 つ選んでお
答えください。

 1. 適切だった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14.7 ％
 2. 適切ではなかった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 33.0
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 43.8
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8.4

―集団的自衛権行使容認の国民への説明―
第 7 問　政府は，集団的自衛権の行使を容認した理由について，

これまで国民に十分説明していると思いますか。次に読み
上げる 4 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 十分説明している ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.4 ％
 2. ある程度説明している ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 29.5
 3. あまり説明していない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 48.9
 4. まったく説明していない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 12.1
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.2

―国民投票年齢引き下げの評価―
第 8 問　次に，憲法改正の是非を問う国民投票についてうか

がいます。去年，法律が改正され，国民投票ができる年齢
が 20 歳以上から 18 歳以上に引き下げられました。あなた
は，18 歳に引き下げたことをどの程度評価しますか。次に
読み上げる 4 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 大いに評価する ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14.1 ％
 2. ある程度評価する  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.8
 3. あまり評価しない  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 27.5
 4. まったく評価しない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13.0
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6.6

―学校での憲法教育―
第 9 問　あなたは，学校で，憲法について学ぶ機会を増やす

必要があると思いますか。それとも増やす必要はないと思
いますか。次に読み上げる 3 つの中から，1 つ選んでお答
えください。

 1. 増やす必要がある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 61.1 ％
 2. 増やす必要はない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8.3
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23.7
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.0

全 体 性 年　層
男性 女性 18 ～ 19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70歳以上 無回答

1,551 人 639 912 7 43 92 216 199 339 578 77
100.0% 41.2 58.8 0.5 2.8 5.9 13.9 12.8 21.9 37.3 5.0

全 体 男の年層 女の年層
18 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70歳以上 18 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上 無回答

1,551 人 23 41 90 98 148 220 27 51 126 101 191 358 77
100.0% 1.5 2.6 5.8 6.3 9.5 14.2 1.7 3.3 8.1 6.5 12.3 23.1 5.0

【2015年】サンプル構成比

全 体

都市規模 職　業
特別区と

人口 100 万
以上の市

人口 30 万
以上の市

人口 10 万
～30万

未満の市

人口 5 万～
10万未満
の市町村

人口 5 万
未満の
市町村

無回答 農林漁業 自営業 勤め人 主婦 無職
学生・

その他・
無回答

1,551 人 339 327 343 201 225 116 55 125 408 341 523 99
100.0% 21.9 21.1 22.1 13.0 14.5 7.5 3.5 8.1 26.3 22.0 33.7 6.4
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―立憲主義を知っていたか―
第 3 問　「政府の権力を制限して国民の人権を保護する」とい

う今の憲法の基本的な考え方を「立憲主義」といいます。
あなたは，この「立憲主義」について知っていましたか。
次に読み上げる 4 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 知っていた ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11.4 ％
 2. ある程度知っていた ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 32.8
 3. あまり知らなかった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.4
 4. まったく知らなかった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13.1
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.4

―立憲主義を重視すべきか―
第 4 問　あなたは，憲法解釈や憲法改正を議論するにあたって，

「政府の権力を制限して国民の人権を保護する」という立憲
主義の考え方を重視すべきだと思いますか。それとも，重
視する必要はないと思いますか。

 1. 重視すべきだ  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 70.5 ％
 2. 重視する必要はない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10.8
 3. その他  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.3
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 18.4

―憲法 96 条の改正を認めるか―
第 5 問　次に，憲法改正の手続きを定めた憲法 96 条について

うかがいます。あなたは，憲法 96 条が定めた，憲法改正の
手続きを始めるためにまず必要な「すべての議員の 3 分の
2 以上の賛成」という条件を「過半数の賛成」に緩めるこ
とについて，どのような考えをお持ちですか。次に読み上
げる 3 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 賛成 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 18.1 ％
 2. 反対 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30.4
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 44.2
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.3

―憲法 9 条の評価―
第 6 問　次に，憲法 9 条について，あなたのお考えをうかが

います。憲法 9 条は，戦争を放棄し，戦力を持たないこと
を決めています。あなたは，戦後，憲法 9 条の果たした役
割を，どの程度評価しますか。次に読み上げる 4 つの中から，
1 つ選んでお答えください。

 1. 非常に評価する ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 31.2 ％
 2. ある程度評価する ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 43.6
 3. あまり評価しない  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 12.6
 4. まったく評価しない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.6
 5. わからない，無回答  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥9.9

―9 条改正の是非―
第 7 問　あなたは，憲法 9 条を改正する必要があると思いま

すか。それとも改正する必要はないと思いますか。次に読
み上げる 3 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 改正する必要があると思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23.1 ％
 2. 改正する必要はないと思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.4
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 31.6
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6.8

「憲法に関する意識調査」（2014 年）　単純集計結果

―憲法観―
第 1 問　あなたは，現在の憲法について，どのような考えを

お持ちですか。次に読み上げる 4 つの中から，もっともあ
てはまるものを，1 つ選んでお答えください。

 1. ほぼ理想的なもので，現実と合っている  ‥‥‥ 16.3 ％
 2. ほぼ理想的なものだが，現実とは開きがある ‥ 27.8
 3. 日本の実情からみて望ましいものではないが，
  実際には定着している ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 28.2
 4. 日本の実情からみて望ましいものではないし，
  現実とも開きがある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 12.0
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.1 
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 15.6

―憲法改正の是非―
第 2 問　あなたは，今の憲法を改正する必要があると思いま

すか。それとも改正する必要はないと思いますか。次に読
み上げる 3 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 改正する必要があると思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 28.4 ％
 2. 改正する必要はないと思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 26.2
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 40.3
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.1

―改正賛成の理由（該当者分母）―
第 2 問 SQ1　［第 2 問＝ 1 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 3 つの中から，もっともあてはまる理由を，1つ 
選んでお答えください。

 1. アメリカに押しつけられた憲法だから ‥‥‥‥‥7.0 ％
 2. 国際社会での役割を果たすために必要だから ‥ 15.0
 3. 時代が変わって対応できない問題が
  出てきたから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 75.3
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.4
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.2

分母＝ 454 人

―改正反対の理由（該当者分母）―
第 2 問 SQ2　［第 2 問＝ 2 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 3 つの中から，もっともあてはまる理由を，1つ 
選んでお答えください。

 1. 今の憲法がいい憲法だと思うから ‥‥‥‥‥‥‥6.9 ％
 2. 多少問題はあるが，改正するほどのことは
  ないから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30.8
 3. 戦争の放棄を定めた憲法 9 条を守りたいから ‥ 60.1
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.5
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.7

分母＝ 419 人

調査目的
5 月 3 日の憲法記念日を前に，現在の憲
法や憲法改正に対する人びとの意識を把握
し，ニュースや番組等の基礎資料とする。

調査時期 2014 年 4 月 18 日（金）～ 20 日（日）
調査方法 電話法（RDD 追跡法）
調査相手 全国 18 歳以上の男女 2,667人

回答数（率） 1,600 人（60.0％）
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―9 条改正賛成の理由（該当者分母）―
第 7 問 SQ1　［第 7 問＝ 1 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 4 つの中から，もっともあてはまる理由を，1つ 
選んでお答えください。

 1. 自衛力を持てることを憲法にはっきりと
  書くべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 40.8 ％
 2. 国連を中心とする軍事活動にも参加できるように
  すべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 34.9
 3. 海外で武力行使ができるようにすべきだから ‥‥7.8
 4. 自衛隊も含めた軍事力を放棄することを
  明確にすべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8.4
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.3
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.8

分母＝ 370 人

―9 条改正反対の理由（該当者分母）―
第 7 問 SQ2　［第 7 問＝ 2 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 4 つの中から，もっともあてはまる理由を，1つ 
選んでお答えください。

 1. 海外での武力行使の歯止めがなくなるから ‥‥ 10.7 ％
 2. アジア各国などとの国際関係を損なうから  ‥‥‥5.5
 3. 平和憲法としての最も大事な条文だから ‥‥‥ 67.6
 4. 改正しなくても，憲法解釈の変更で対応
  できるから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13.5
 5. その他  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.2
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.4

分母＝ 615 人

―集団的自衛権の行使を認めるか―
第 8 問　あなたは，政府が憲法解釈では認められないとして

いる，集団的自衛権の行使について認めるべきだと思いま
すか，それとも認めるべきではないと思いますか。次に読
み上げる 4 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 憲法を改正して，行使を認めるべきだ ‥‥‥‥ 13.0 ％
 2. これまでの政府の憲法解釈を変えて，
  行使を認めるべきだ  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 21.1
 3. これまでの政府の憲法解釈と同じく，
  行使を認めるべきでない  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 27.4
 4. 集団的自衛権自体を，認めるべきでない ‥‥‥ 14.1
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.1
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 24.4

―集団的自衛権賛成の理由（該当者分母）―
第 8 問 SQ1　［第 8 問＝ 1・2 の人に］あなたが「認めるべき

だ」と考えるのはなぜですか。次に読み上げる 4 つの中から，
もっともあてはまる理由を，1 つ選んでお答えください。

 1. 日本の防衛のためになるから ‥‥‥‥‥‥‥‥ 29.9 ％
 2. 同盟国との関係を維持するために必要だから ‥ 17.2
 3. 権利を持っているのに行使できないのは
  おかしいから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 12.1
 4. 安全保障に関する国際的な活動に取り組む
  必要があるから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.3
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.4

分母＝ 545 人

―集団的自衛権反対の理由（該当者分母）―
第 8 問 SQ2　［第 8 問＝ 3・4 の人に］あなたが「認めるべき

でない」と考えるのはなぜですか。次に読み上げる 4 つの
中から，もっともあてはまる理由を，1 つ選んでお答えく
ださい。

 1. これまでの政府の憲法解釈と矛盾するから ‥‥‥5.3 ％
 2. 他国の戦争に巻き込まれるおそれがあるから ‥ 33.5
 3. 周辺諸国に懸念を与えるおそれがあるから ‥‥ 15.4
 4. 行使できなくても，後方支援活動などで貢献
  できるから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 41.6
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.3
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.9

分母＝ 663 人

―今の支持政党―
第 9 問　いま，あなたは，何党を支持していますか。支持し

ている政党の名前を 1 つだけおっしゃってください。
 1. 自民党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 32.6 ％
 2. 民主党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6.0
 3. 日本維新の会 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.2
 4. 公明党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.6
 5. みんなの党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.4
 6. 共産党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.0
 7. 結いの党  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0
 8. 生活の党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.1
 9. 社民党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.5
 10. その他の政治団体 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.1
 11. 特に支持している政党はない ‥‥‥‥‥‥‥‥ 44.2
 12. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8.4

全 体 性 年　層
男性 女性 18 ～ 19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70歳以上 無回答

1,600 人 645 955 9 42 111 207 224 376 538 93
100.0% 40.3 59.7 0.6 2.6 6.9 12.9 14.0 23.5 33.6 5.8

全 体 男の年層 女の年層
18 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70歳以上 18 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上 無回答

1,600 人 25 36 93 97 156 211 26 75 114 127 220 327 93
100.0% 1.6 2.3 5.8 6.1 9.8 13.2 1.6 4.7 7.1 7.9 13.8 20.4 5.8

【2014年】サンプル構成比

全 体

都市規模 職　業
特別区と

人口 100 万
以上の市

人口 30 万
以上の市

人口 10 万
～30万

未満の市

人口 5 万～
10万未満
の市町村

人口 5 万
未満の
市町村

無回答 農林漁業 自営業 勤め人 主婦 無職
学生・

その他・
無回答

1,600 人 328 350 334 229 229 130 43 122 413 372 537 113
100.0% 20.5 21.9 20.9 14.3 14.3 8.1 2.7 7.6 25.8 23.3 33.6 7.1
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 3. 戦争の放棄を定めた憲法 9 条を守りたいから ‥ 52.5 
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0 
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.6 
 分母＝ 259 人

―憲法 96 条について―
第 4 問　憲法改正の手続きを始めるにはまず，衆議院と参議院

の両院ですべての 議員の 3 分の 2 以上が賛成する必要があ
ると憲法 96 条で定めています。現在，これを改正して「過
半数の賛成」に緩めるべきだという主張があることを知って
いますか。次に読み上げる 4 つの中から，1 つ選んでお答え
ください。

 1. よく知っている ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16.8 ％
 2. ある程度知っている ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 35.9 
 3. あまり知らない  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30.4 
 4. まったく知らない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14.6 
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.3 

―憲法 96 条の改正を認めるか―
第 5 問　あなたは，憲法 96 条が定めた，憲法改正の手続きを

始めるためにまず必要な「すべての議員の 3 分の 2 以上の
賛成」という条件を「過半数の賛成」に 緩めることについ
て，どのような考えをお持ちですか。次に読み上げる 3 つ
の中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 賛成 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 25.6 ％
 2. 反対 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23.8 
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 46.8 
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.8 

―憲法 9 条の評価―
第 6 問　次に，憲法 9 条について，あなたのお考えをうかがい

ます。 憲法 9 条は，戦争を放棄し，戦力を持たないことを
決めています。あなたは，戦後，憲法 9 条の果たした役割を，
どの程度評価しますか。次に読み上げる 4 つの中から，1 つ
選んでお答えください。

 1. 非常に評価する ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 25.2 ％
 2. ある程度評価する ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 51.1 
 3. あまり評価しない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13.9 
 4. まったく評価しない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.2 
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6.6 

―9 条改正の是非―
第 7 問　あなたは，憲法 9 条を改正する必要があると思います

か。それとも改正する必要はないと思いますか。次に読み上
げる 3 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 改正する必要があると思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 33.1 ％
 2. 改正する必要はないと思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 29.9 
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 31.8 
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.1 

―9 条改正賛成の理由（該当者分母）―
第 7 問 SQ1　［第 7 問＝ 1 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 4 つの中から，もっともあてはまる理由を，1 つ
選んでお答えください。

 1. 自衛力を持てることを憲法にはっきりと
  書くべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 46.9 ％
 2. 国連を中心とする軍事活動にも参加できるように
  すべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 31.6 
 3. 海外で武力行使ができるようにすべきだから ‥‥8.6 
 4. 自衛隊も含めた軍事力を放棄することを
  明確にすべきだから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.1 
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.1 
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.7 

分母＝ 535 人

「憲法に関する意識調査」（2013 年）　単純集計結果

―憲法への関心―
第 1 問　あなたは，日本国憲法についてどの程度関心をお持ちで 

すか。次に読み上げる4つの中から，1つ選んでお答えください。
 1. 非常に関心がある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14.2 ％
 2. ある程度関心がある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 54.6
 3. あまり関心がない  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 26.7
 4. まったく関心がない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.5
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.1

―憲法観―
第 2 問　あなたは，現在の憲法について，どのような考えをお

持ちですか。次に読み上げる 4 つの中から，もっともあて
はまるものを，1 つ選んでお答えください。

 1. ほぼ理想的なもので，現実と合っている ‥‥‥‥7.6 ％
 2. ほぼ理想的なものだが，現実とは開きがある ‥ 32.6
 3. 日本の実情からみて望ましいものではないが，
  実際には定着している ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 35.7 
 4. 日本の実情からみて望ましいものではないし，
  現実とも開きがある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13.1 
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.2 
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10.9 

―憲法改正の是非―
第 3 問　あなたは，今の憲法を改正する必要があると思います

か。それとも改正する必要はないと思いますか。次に読み上
げる 3 つの中から，1 つ選んでお答えください。

 1. 改正する必要があると思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 41.6 ％
 2. 改正する必要はないと思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16.0 
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 39.3 
 4. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.1 

―改正賛成の理由（該当者分母）―
第 3 問 SQ1　［第 3 問＝ 1 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 3 つの中から，もっともあてはまる理由を，1 つ
選んでお答えください。

 1. アメリカに押しつけられた憲法だから ‥‥‥‥‥8.6 ％
 2. 国際社会での役割を果たすために必要だから ‥ 15.0 
 3. 時代が変わって対応できない問題が
  出てきたから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 75.4 
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.1 
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.7 
 分母＝ 672 人

―改正反対の理由（該当者分母）―
第 3 問 SQ2　［第 3 問＝ 2 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 3 つの中から，もっともあてはまる理由を，1 つ
選んでお答えください。

 1. 今の憲法がいい憲法だと思うから ‥‥‥‥‥‥‥7.3 ％
 2. 多少問題はあるが，改正するほどのことは
  ないから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 35.5 

調査目的
5 月 3 日の憲法記念日を前に，現在の憲
法や憲法改正に対する人びとの意識を把握
し，ニュースや番組等の基礎資料とする。

調査時期 2013 年 4 月 19 日（金）～ 21日（日）
調査方法 電話法（RDD 追跡法）
調査相手 全国 18 歳以上の男女 2,685 人

回答数（率） 1,615 人（60.1％）
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―9 条改正反対の理由（該当者分母）―
第 7 問 SQ2　［第 7 問＝ 2 の人に］それは，なぜですか。次に

読み上げる 4 つの中から，もっともあてはまる理由を，1 つ
選んでお答えください。

 1. 海外での武力行使の歯止めがなくなるから ‥‥‥8.5 ％
 2. アジア各国などとの国際関係を損なうから ‥‥‥6.8 
 3. 平和憲法としての最も大事な条文だから ‥‥‥ 66.0 
 4. 改正しなくても，憲法解釈の変更で対応
  できるから ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 15.9 
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0 
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.7 
 分母＝ 483 人

―自衛隊について―
第 8 問　現在の「自衛隊」を「国防軍」に変えるべきだという

意見がありますが，あなたはどのような考えをお持ちですか。
次に読み上げる 3 つの中から，もっともあてはまるものを，
１つ選んでお答えください。

 1. 「自衛隊」のままでよい ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 44.8 ％
 2. 「国防軍」に変えた方がよい ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19.1 
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30.6 
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.4 
 5. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.1 

―集団的自衛権の行使を認めるか―
第 9 問　あなたは，政府が憲法解釈では認められないとして 

いる集団的自衛権の行使について認めるべきだと思います 
か，それとも認めるべきではないと思いますか。次にあげる 
4 つの中から，もっともあてはまるものを，1 つ選んでお答
えください。

 1. 憲法を改正して，行使を認めるべきだ ‥‥‥‥ 18.6 ％
 2. 政府の憲法解釈を変えて，行使を認める
  べきだ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 29.3 
 3. 政府の憲法解釈と同じく，行使を認める
  べきでない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16.5 
 4. 集団的自衛権自体を，認めるべきでない ‥‥‥‥9.4 
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.1 
 6. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 26.0 

―新しい権利・項目の必要性―
第 10 問　憲法には 9 条のほかにも，今の憲法に新しい権利を

加えたり，条文を変えたりしようという議論があります。こ
れから読み上げる 5 つの意見について，それぞれ，「賛成」
か「反対」か「どちらともいえない」かでお答えください。

―今の支持政党―
第 11 問　いま，あなたは，何党を支持していますか。支持し

ている政党の名前を 1 つだけおっしゃってください。
 1. 自民党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 36.5 ％
 2. 民主党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.7 
 3. 日本維新の会 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.2 
 4. 公明党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.3 
 5. みんなの党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.0 
 6. 生活の党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.2 
 7. 共産党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.2 
 8. 社民党 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.1 
 9. みどりの風 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0 
 10. 新党改革 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0 
 11. その他の政治団体 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0 
 12. 特に支持している政党はない ‥‥‥‥‥‥‥‥ 39.4 
 13. わからない，無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.2 

1. 2. 3. 4.

（％）

賛
成

反
対

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

わ
か
ら
な
い   ，
無
回
答

Ａ．良い環境で暮らす権利について明記する 64.8 3.0 22.5 9.7 
Ｂ．行政の情報を知る権利について明記する 61.7 4.6 20.1 13.6 
Ｃ．プライバシーの権利について明記する 49.2 15.1 25.4 10.3 
Ｄ．犯罪被害者の権利について明記する 50.0 10.8 25.3 13.9 
Ｅ．衆議院と参議院の二院制をやめて一院制にする 34.9 28.8 24.8 11.5 

全 体 性 年　層
男性 女性 18 ～ 19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70歳以上 無回答

1,615 人 722 893 11 55 131 231 218 385 508 76
100.0% 44.7 55.3 0.7 3.4 8.1 14.3 13.5 23.8 31.5 4.7

全 体 男の年層 女の年層
18 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70歳以上 18 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上 無回答

1,615 人 33 51 118 105 164 232 33 80 113 113 221 276 76
100.0% 2.0 3.2 7.3 6.5 10.2 14.4 2.0 5.0 7.0 7.0 13.7 17.1 4.7

【2013年】サンプル構成比

全 体

都市規模 職　業
特別区と

人口 100 万
以上の市

人口 30 万
以上の市

人口 10 万
～30万

未満の市

人口 5 万～
10万未満
の市町村

人口 5 万
未満の
市町村

無回答 農林漁業 自営業 勤め人 主婦 無職
学生・

その他・
無回答

1,615 人 333 345 369 226 239 103 45 134 455 360 532 89
100.0% 20.6 21.4 22.8 14.0 14.8 6.4 2.8 8.3 28.2 22.3 32.9 5.5
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